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第６ 章　 考察と 課題の整理

１ 　 アンケート 調査及びヒ アリ ング調査結果から の考察

（ １ ） 現行の情報発信手段における伝達力の限界の問題

① 2 0 代男性の約３ 割、 3 0 代男性の約２ 割が自治体情報と 接点が乏し い

住民アン ケート によ れば、 20 代男性の 31 .3％が、 ま た 30 代男性の 21 .6％が、 こ の１ 年

間に市町村から の情報を 一度も 見ていないと 回答し ている。 女性は男性ほどではないも のの、

20 代女性の 24 .0％、 30 代女性の 14 .5％が同様に回答し て おり 、 若い世代は自治体情報に

触れる機会が乏し いと いえる 。 若い世代に自治体広報紙が読まれていないと いう 指摘は全国

的にも 聞かれる問題であり 、 対策が必要である 。【 P51　 図表60 参照】

②自治体情報を 見ない理由は若者・ 男性は興味がないから 、 女性は届いていないから

市町村から の情報を 見ていない人たち において、 その理由を 尋ねる と 、 20 代・ 30 代男性

は「 地域情報に興味関心がない」 が最多で 20 代女性も 同じ 傾向である 。 し かし 30 代女性は

「 市町村から の情報が届いて いないから」 が 29 .8％で最も 多く 、 さ ら に 60 代女性ま で共通

性がみら れる 。 し たがっ て、 情報が住民の手元までリ ーチでき ていない点、 また読み手に必

要な情報と 認識さ れていない点に問題がある。【 P52　 図表61 参照】

③従来の広報紙の配布方法は、 今後維持が困難になるこ と が予想さ れる

広報紙の配布は、 全国的には自治会・ 町内会経由が主流である が、 多摩・ 島し ょ 地域では

ポスティ ン グが８ 割を 超える 。 自治会・ 町内会未加入世帯の増加や、 新聞購読率の低下によ

り 新聞折込も 難し いなどの理由から 、 今後は今まで以上にポスティ ングに頼ら ざる を 得ない

状況が予想さ れる 。【 P28　 図表27】

し かし 、 ポスティ ング費用が高額になる こ と や配布業者の確保の難し さ などにより 、 引き

続き コ スト を 抑えた配布体制を 維持でき る か不透明である 。【 P29　 図表28 参照】

④自治体SN S登録者数の伸び悩み

自治体の情報発信手段と し て多く の自治体が複数の SN Sを 活用し ている 。 中には部署ご

と に独自に SN Sアカ ウン ト を も ち 、 それぞれ情報発信し ている ケースも みら れる 。【 P36　

図表37 参照】

し かし 、 積極的に情報発信し ているも のの、 登録者数の伸び悩みの声も 聞かれる。 住民間

での認知度の低さ に加え、 運用面では頑張っ て情報発信し ている にも 関わら ず、 高頻度の情

報発信がかえっ て利用者の不評を 買い、 せっ かく 登録し ても ら っ ても 登録解除さ れる場合さ

えある 。 自治体SN Sについては、 まだユーザー目線が確立でき ていない自治体が多い可能

性がある 。【 P40　 図表44 参照】



第
６
章

101

第６ 章　 考察と 課題の整理

⑤住民のSN Sの利用実態と 自治体SN Sの活用媒体のミ スマッ チ

全国的にも 多摩・ 島し ょ 地域において も 、 普及率が高い SN S は LIN E で ある が、 多摩・

島し ょ 地域自治体が使用する SN Sのう ち LIN E はわずか5.1％にと ど まる 。【 P19　 図表 19

参照】

一方、 多摩・ 島し ょ 地域自治体によ る T w itter は９ 割近く にのぼる 【 P19　 図表19 参照】

も のの、 公式T w itter から 情報を 受け取っ た住民は5.1％にと ど ま る【 P51　 図表 60 参照】

など、 ミ スマッ チが生じ ている。

また、 情報発信の目的別に使用する媒体の違いに注目すると 、 緊急時のリ アルタ イ ムで配

信する 情報を 別にすれば、 広報紙・ 公式ホームページ・ T w itter で固定的である 。 防災無線

やメ ール配信、 緊急速報エリ アメ ールはいざと いう と き や緊急時に特化し ている ため、 状況

によ る媒体の取捨選択がみら れる が、 こ れら 以外の媒体は状況に応じ た活用率の差は大き く

ない。 状況に応じ た活用率の差が小さ いと いう こ と は、 媒体を 取捨選択するのではなく 、 使

え る も のはすべて使う スタ ン スと 解釈さ れ、 SN S等の媒体を も っ ている かど う かが、 媒体

間の利用率の差を 生んでいる と 推察さ れる 。【 P21　 図表20 参照】

裏返せば、 自治体が普及率の高い媒体を 一度導入さ えすれば手段の一つに組み込まれ、 や

がて利用率も 高まる はずであるが、 導入の意思決定に至っ ていないのが現状である 。
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（ ２ ） 新たな媒体の登場に対する庁内広報体制の対応の問題

①速やかに SN Sで発信でき ない庁内決裁体制

紙と は異な り 、 デジ タ ルによ る 情報発信の魅力は即時性と 情報拡散性で ある 。 加え て

SN Sは双方向でやり 取り 可能な機能を も つため、 住民と 交流が可能になる 。 し かし ながら

従前の紙媒体を想定し た決裁ルールでは、 迅速な発信及び回答に対応でき ない可能性がある。

自治体の中には緊急時などは事後決裁など例外規定を 定めている 自治体も あり 、 新し い情報

発信媒体と の向き 合い方に試行錯誤がう かがえる 。【 P38　 図表41 参照】

②炎上リ スク など SN S運用面での不安

自治体が特に SN Sの運用に慎重になら ざる を 得ない理由は、 情報が不特定多数に瞬時に

届く ため、 誤っ た情報はも ち ろ んのこ と 、 誤解を 招き やすい内容の掲載や個人情報・ 思想・

信条に関する よう なセン シティ ブな情報について注意が必要なためである 。 安価に情報を 広

めら れる メ リ ッ ト がある 反面、 いわゆる 「 炎上」 と よばれるイ ン タ ーネッ ト 上のト ラ ブルが

度々ニュ ースになる など リ スク も ある ため、 特に公的立場でのSN S運用は注意と スキルを

要する。【 P40　 図表43・ 44 参照】

③人員不足感に起因する 現状維持意識

広報部署の体制について、 人員不足を 感じ ている 自治体が半数を 超える 。 人員不足の原因

はそれぞれ異なる と 想定さ れるが、 こ う し た状況の中、 さ ら に新し い情報発信媒体を 導入す

るこ と は業務負担が増すこ と から 、 新たな取組に積極的にはなり にく いと 想像でき る。【 P36

　 図表36 参照】
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（ ３ ） 情報を 受け取る側の情報格差や社会イ ンフ ラ の問題

①デジタ ルリ テラ シーの二極化と デジタ ル・ デバイ ド （ 情報格差）

高齢者の中にも SN Sを 日常的に使いこ なす人も いれば、 強い抵抗感を も つ人も おり 、 情

報通信機器に対する リ テラ シーは二極化し ている 。 こ う し た背景には現役時代のキャ リ アに

加え、 日々の交流と 身近な教え役の存在が影響し ている と 考えら れ、 仲間や家族と 疎遠な人

ほど習得が難し く なる。【 P96　 第５ 章３ 参照】

障害を も つ人の場合は障害の部位や程度によ っ て個人差がある が、 視覚障害の場合は音声

サービスやパソ コ ン の読み上げ機能、 さ ら に文字の拡大機能などのデジタ ル媒体の機能によ

り 情報が得やすく なっ た面がある 。 し かし ながら 、 音声情報には音読する 人によ っ て品質が

大き く 異なっ たり 、 自動読み上げも 正確でなかっ たり する など利用者の不満も 少なく ない。

一方、 点字で読みたいと いう 需要も 根強いが、 対象者が少ないために継続し た提供が難し い。

外国人住民に対する情報発信は、 国際交流協会等の協力のも と で行われている も のの、 取

組方法は自治体によ り 異なる 。 イ ン タ ーネッ ト 上の情報であれば自動翻訳機能を 通じ て外国

語訳が可能になっ たも のの、 決し て十分な精度と は言えない。 し かし 多言語対応はボラ ンティ

アの善意だけでは継続が難し い状況がある 。【 P65　 第３ 章３ （ 12） 参照】

②情報セキュ リ ティ に対する 不安

デジタ ル化に対し 、 セキュ リ ティ 面の不安を 感じ ている 人は少なく ない。 多く の人は不安

を 認めつつ利便性が勝っ ている状態で、 必ずし も 安心し て使用し ている 訳ではないこ と がう

かがえる 。 また不安を 口にし ない層が、 必ずし も 高いデジタ ルリ テラ シーを 有し ている と は

限ら ない。 情報セキュ リ ティ 対策は自治体側だけの問題でなく 、 情報を 受領する 側の対応も

必要である が、 前述のと おり デジタ ルリ テラ シーが二極化し ている 今日、 自己責任を 唱える

だけでは不安解消に至ら ない。【 P48　 図表56 参照】

③非常時にイ ンタ ーネッ ト に接続でき ない不安

大型地震を はじ めと する 緊急時の情報提供は、 即時性に優れる デジタ ル媒体に大いに期待

さ れる反面、 情報通信網が寸断さ れた場面では情報発信手段が絶たれる リ スク がある。 し た

がっ て、 デジタ ル媒体の有効性は認めつつも 、 デジタ ル機器を 使用でき ない住民に対し て正

確に情報が伝わら ない可能性も 考慮する と 、 アナロ グ媒体の併用は不可欠と 考えら れる 。 ま

た、 アナログ媒体で届けるためには、 日頃から の地域コ ミ ュ ニティ の維持も 重要である。【 P95

　 第５ 章２ 参照】
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（ ４ ） 広報行政が抱える評価方法の難し さ の問題

①広報活動と 成果の因果関係が説明し にく い

参加者募集を例にと れば、 通常は各種の広報活動が集客と いう 成果に至ると 考えら れるが、

その成果は必ずし も 広報活動だけによる も のと は言い切れない。 例えば当日の天候や偶然の

マスコ ミ 等での報道、 予定さ れていた別の催事の変更など、 広報部署が関与でき ない外部要

因が複雑に絡み合っ て集客と いう 成果に帰結する ため、 広報活動と その成果について、 因果

関係を 説明するこ と は極めて難し い。【 P76　 第４ 章２ 参照】

②評価作業自体の負担感

取組と 成果の因果関係の証明が難し い広報事業は、 その評価方法が確立し ていると は言い

難い。 アン ケート で満足度を 尋ねる こ と や、 実施回数を 定め、 目標と 実績を 比較する活動指

標で測定する 方法はよく みら れる 。 また他県の自治体の例では、 広報紙の制作費を 発行部数

で割っ て１ 部当たり の発行単価を 算出する こ と で、 獲得し た広告費も 含めてモニタ リ ン グし

ている例も みら れるが、 自治体が発する情報は金額換算が難し いも のも 多く 、 評価が難し い。

厳格な広報事業の評価は作業自体が負担であり 、 広報活動の妨げになると いう 声も 聞かれる。

【 P76　 第４ 章２ 、 P80　 第４ 章４ 、 P83　 第４ 章５ 参照】

③評価なき 改善が抱える リ スク

自治体広報の評価の難し さ については認めつつも 、 住民に届けにく く なっ た自治体広報の

現状を 変えていく ためには、 改善の PD CA サイ ク ルが必要である 。 その場その場の対応で

目の前の課題に対処する 仕事のやり 方も あるも のの、 目標と 現状と のズレ を 把握する手段を

持ち 合わせていないと 「 印刷し て終わり 」、「 配っ て終わり 」 と いっ た仕事のやり 方でも 情報

発信が成立し てし まう 側面がある 。 さ ら に、 いわゆる行政評価でいう と こ ろ の活動指標が目

的化する と 、 成果指標である 「 住民に情報が届いたかどう か」 の視点が疎かになる ため、 住

民の広報離れの原因と なる 可能性がある 。【 P92　 第５ 章１ 、 P95　 第５ 章２ 参照】
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２ 　 多摩・ 島し ょ 地域における自治体情報発信の課題

（ １ ） 媒体の長所やタ ーゲッ ト の傾向を理解し 目的に適っ た情報発信を いかに再構築するか

自治体の情報発信に用いら れる 各媒体には強みと 弱みがあり 、 それぞれの強みを 正し く 理

解し て組み合わせる こ と によ り 相乗効果も 期待でき る。 また行政が発信する情報は不特定多

数に向けて知ら せる も のから 、 特定の対象者に向けて知ら せる も の、 ある いは認知にと どま

ら ず、 その後の行動を 期待するも のなど目的が異なる。 こ う し た異なる 目的ごと に適切な広

報手段について理解する 必要がある 。 さ ら に、 住民も 年代やデジタ ルに対する 基本姿勢など

によ っ てリ テラ シーも さ まざまである。 情報ニーズはも ち ろ んのこ と 、 どれだけ一人ひと り

に合わせた情報発信ができ る かがこ れから の課題である 。

（ ２ ） 新し い媒体の特性を 活かせる運用体制をどのよう に構築し ていく か

自治体広報に期待さ れる 役割は、 住民への情報の周知のみなら ず、 行動変化を 促し 、 究極

的には地域に愛着を も つ住民を 増やし ていく こ と である 。 こ う し た理念は変わら ず保持し つ

つも 、 時代と と も に新たに生まれた各種媒体については上手に取り 入れ、 活用し ていく こ と

が期待さ れる 。 中でも 近年若者だけでなく 、 中高年にも 普及し ている SN Sは、 低コ スト に

関わら ず情報拡散力があり 、 すぐ 情報発信でき る 即時性の点でも 優れている。 運用上のリ ス

ク も 適切に認識し ながら 、 新し い媒体にあっ た新し い運用方法を 構築する 必要がある。

（ ３ ） デジタ ル化が情報格差を生まないためにどのよう な対策を講じ るか

本来情報化社会の利便性を 広く 住民が享受する ために取り 組まれる はずのデジタ ル化が、

情報が伝わり にく い住民を 生じ さ せるよ う なこ と のないよ う 注意する必要がある 。 何ら かの

理由により デジタ ル化の波に対応でき ていない住民に対し て早めにフ ォ ローするこ と により 、

デジタ ル化さ れた情報であっ ても 問題なく 受け入れるこ と が可能な住民を 増やし ていく こ と

が望まし い。 一方で、 デジタ ル化さ れた情報では受け取る こ と が難し い層も 一定数残る こ と

が予想さ れる 。 こ う し た層に対し ては、 社会福祉の観点から の支援が必要であり 、 地域のボ

ラ ン テ ィ アの協力や、 技術進歩の目覚まし い ICT も 取り 入れながら 充実を 図る こ と が考え

ら れる。

（ ４ ） 広報業務を通じ たマネジメ ント 体制をどのよ う に構築するか

広報事業の成果は複雑な要因によ っ て達成さ れる ため、 事業と 成果を 直接的に評価する こ

と は不適切である 。 東海大学 河井教授の説明によ れば、 広報事業はいく つかのフ ェ ーズで

区切るこ と ができ 、 それぞれのフ ェ ーズごと にマネジメ ン ト し ていく 必要がある 。 また広報

部署の役割は他部署によ る 広報業務に対する支援・ 指導の役割も 期待さ れており 、 いわば庁

内広報コ ン サルタ ン ト のよ う な立ち 位置で行動する こ と が求めら れる。 広報事業は範囲が全

庁に及ぶこ と から 、 広報部署が先頭に立っ て全庁で取り 組むこ と が望まし い。
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現行の情報発信手段に
おける伝達力の限界の問題

新たな媒体の登場に対する
庁内広報体制の対応の問題

情報を受け取る側の
情報格差や社会イ ンフ ラ
の問題

広報行政が抱える
評価方法の難し さ の問題

媒体の長所やタ ーゲッ ト
の傾向を理解し 、 目的に
適っ た情報発信をいかに
再構築するか

新し い媒体の特性を
活かせる運用体制を
どのよう に構築し ていく か

デジタ ル化が情報格差を
生まないためにどのよう な
対策を講じ るか

広報業務を通じ た
マネジメ ント 体制を
どのよう に構築するか

【 情報発信を取り 巻く 問題】 【 課題】

図表 自治体の情報発信を取り巻く問題と課題
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提言の構成

提言１ 　 広報の目的やタ ーゲッ ト に即し た情報発信媒体のベスト ミ ッ ク ス

提言２ 　 新たな媒体の特性を活かせる庁内体制づく り

提言３ 　 情報が伝わり にく い住民へのサポート

提言４ 　 適切な事業評価と 改善のマネジメ ント サイ ク ルによる情報発信の効率化 

第７ 章　 自治体情報発信手法の提言



第
７
章

108

第７ 章　 自治体情報発信手法の提言

提言の構成

第７ 章は４ つの提言で構成さ れている 。

「 提言１ 　 広報の目的やタ ーゲッ ト に即し た情報発信媒体のベスト ミ ッ ク ス」 では、 調査

を 通じ て明ら かになっ た自治体によ る情報発信に対する さ まざまなニーズや各種媒体の特性

から 、 活用媒体を 選択する 際の考え方を 整理し ている。 それぞれの自治体において利用でき

る 媒体の選択肢が異なる かも し れないが、 目的に応じ た情報発信媒体の組合せを 考える 際の

参考にし ても ら いたい。

「 提言２ 　 新たな媒体の特性を 活かせる 庁内体制づく り 」 は主にデジタ ル媒体を 有効活用

し たり 、 安全に運用する ための仕組みについての提言である。「 提言３ 　 情報が伝わり にく

い住民へのサポート 」 では、 デジタ ル化が進む一方で取り 残さ れる 住民への対応について触

れている 。「 提言４ 　 適切な事業評価と 改善のマネジメ ント サイ ク ルによる情報発信の効率化」

は効果的な情報発信を 継続し ていく ための方策に関する 提言である 。 し たがっ て、 提言２ ～

４ は、 提言１ で掲げた情報発信媒体のベスト ミ ッ ク スを 実現する ための方策と し て位置づけ

ている。
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広報の目的やターゲット
に即した情報発信媒体の
ベストミックス

新たな媒体の特性を
活かせる庁内体制づくり

情報が伝わりにくい
住⺠へのサポート

適切な事業評価と改善の
マネジメントサイクル
による情報発信の効率化

媒体の⻑所やターゲット
の傾向を理解し、目的に
適った情報発信をいかに
再構築するか

新しい媒体の特性を
活かせる運用体制を
どのように構築していくか

デジタル化が情報格差を
生まないためにどのような
対策を講じるか

広報業務を通じた
マネジメント体制を
どのように構築するか

【提言】【課題】

提言の構成

第７章は４つの提言で構成されている。

「提言１ 広報の目的やターゲットに即した情報発信媒体のベストミックス」では、調

査を通じて明らかになった自治体による情報発信に対するさまざまなニーズや各種媒体の

特性から、活用媒体を選択する際の考え方を整理している。それぞれの自治体において利

用できる媒体の選択肢が異なるかもしれないが、目的に応じた情報発信媒体の組合せを考

える際の参考にしてもらいたい。

「提言２ 新たな媒体の特性を活かせる庁内体制づくり」では主にデジタル媒体を有効

活用したり、安全に運用するための仕組みについての提言である。「提言３ 情報が伝わ

りにくい住民へのサポート」では、デジタル化が進む一方で取り残される住民への対応に

ついて触れている。「提言４ 適切な事業評価と改善のマネジメントサイクルによる情報

発信の効率化」は効果的な情報発信を継続していくための方策に関する提言である。した

がって、提言２～４は、提言１で掲げた情報発信媒体のベストミックスを実現するための

方策として位置づけている。

図表 課題と提言
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提言１ 　 広報の目的やタ ーゲッ ト に即し た情報発信媒体のベスト ミ ッ ク ス

（ １ ） 各媒体の役割の見直し

既に多様な情報発信媒体が活用さ れているが、 今後も さ ら に新たな情報発信媒体が開発さ

れる こ と が予想さ れる。 増え続ける 媒体を すべて同等に運用する こ と は、 業務負担の面から

も 、 情報を 受け取る 住民にと っ ても 望まし く ない。

こ のため、 例えば Facebook は第２ の広報紙と 位置づけて発信を 定期化し たり 、 T w itter

は広報紙に掲載し き れなかっ た情報を 中心に発信し たり するなど、 目的やタ ーゲッ ト に即し 、

その媒体で「 誰に何を 伝える か」 の役割を 意識し て運用ルールを 定めれば作業を 整理でき る

余地がある 。 その前提と し て、 発信し た情報が対象者にどのよ う に受け止めら れている か反

応を 定期的に観察する必要があり 、 そのためには効果測定を 仕組化する こ と が有効と 考えら

れる 。

（ ２ ） 対象に適し た媒体を 選択　 ～住民属性別まと め～

行政情報を 発信する にあたっ て 、 対象者の属性によ っ て好まれる 媒体に傾向がみら れる 。

また対象者の基本属性以外に同居者の状況や、 デジタ ルの情報に対する 姿勢（ デジタ ル親和

性） によ っ ても 傾向が異なる ため、 媒体の選択時には考慮する 必要がある 。

なお、 媒体に対する評価は、 満足と いう 意見と と も に不満の意見についても 考慮する 必要

があるこ と から 、 両者の意見の割合の差分に着目し た D .I .15 により 分析し た。

15   D .I .（ ディ ー・ アイ ） と は、 D if fusio n  I n d ex（ ディ フ ュ ージョ ン ・ イ ン デッ ク ス） の略で、 変化の方向性

を示す。 質問では、（ 1） 満足、（ 2） 不満の評価があり 、 回答が(1)60％、 (2)20％の場合のD .I . は、 D .I . ＝（ 60％）

－（ 20％） ＝（ 40 ポイ ン ト ） と なる 。
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【提言１】
広報の目的やターゲットに即した情報発信媒体のベストミックス

（１）各媒体の役割の見直し

（４）特性を理解した媒体選択 〜情報発信⼿法別まとめ〜

（２）対象に適した媒体を選択 〜住⺠属性別まとめ〜

（３）情報の種類に適した媒体を選択 〜情報カテゴリー別まとめ〜

（５）外部の媒体やツールの有効活用

（６）ベストミックスのイメージ

提言１ 広報の目的やターゲットに即した情報発信媒体のベストミックス

（１）各媒体の役割の見直し

既に多様な情報発信媒体が活用されているが、今後もさらに新たな情報発信媒体が開発

されることが予想される。増えつづける媒体をすべて同等に運用することは、業務負担の

面からも、情報を受け取る住民にとっても望ましくない。

このため、例えば )DFHERRN は第２の広報紙と位置づけて発信を定期化したり、7ZLWWHU

は広報紙に掲載しきれなかった情報を中心に発信したりするなど、目的やターゲットに即

し、その媒体で「誰に何を伝えるか」の役割を意識して運用ルールを定めれば作業を整理

できる余地がある。その前提として、発信した情報が対象者にどのように受け止められて

いるか反応を定期的に観察する必要があり、そのためには効果測定を仕組化することが有

効と考えられる。

（２）対象に適した媒体を選択 ～住民属性別まとめ～

行政情報を発信するにあたって、対象者の属性によって好まれる媒体に傾向がみられ

る。また対象者の基本属性以外に同居者の状況や、デジタルの情報に対する姿勢（デジタ

ル親和性）によっても傾向が異なるため、媒体の選択時には考慮する必要がある。

なお、媒体に対する評価は、満足という意見とともに不満の意見についても考慮する必

要があることから、両者の意見の割合の差分に着目した ', により分析した。

', （ディー・アイ）とは、'LIIXVLRQ,Q GH[（ディフュージョン・インデックス）の略で、変化の

方向性を示す。質問では、（ ）満足、（ ）不満の評価があり、回答が ％、 ％の場合の

', は、', ＝（ ％）－（ ％）＝（ ポイント）となる。
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＜男女＞

男女で比較する と 、 と も にホームページの評価が高いが、 特に女性の評価が高い。 広報紙

については逆に男性の方が女性を 上回る 。

＜年齢層＞

対象者の年齢層でみる と 、 一般的に言われている こ と である が、 高齢者層ほど紙媒体を 支

持し 、 50 歳代を 境と し て、 若い層ほど電子媒体を 好む傾向が本調査結果から も 読み取れる 。

全体的にみれば、 公式ホームページも 広報紙（ 紙） も と も に利用さ れている が、 20～39 歳

は広報紙（ 紙） よ り 公式ホームページを 好む傾向が強いため、 若い層への情報発信において

は、 公式ホームページを 重視し 、 スマート フ ォ ン でも 見やすいよ う 公式ホームページのデザ

イ ン を 最適化する などの工夫が有効である と 考えら れる 。

＜同居者と 利用媒体の関係＞

同居者と 利用媒体の関係でみる と 、 子ども や要支援・ 要介護者、 及び外国人と 同居し てい

る 人はすべて広報紙（ 紙） よ り も 公式ホームページを 支持し ている 。 こ れは情報を 得た後の

申込み手続き と の接続性や、 紙面と 異なり 情報量の制約がないこ と 、 また忙し い合間でも 短

時間で閲覧でき る こ と などが理由と 推察さ れる 。 また、 中でも 外国人と 同居し ている人が特

に公式ホームページを 強く 支持し ている のは、 翻訳機能が寄与し ている のではないかと 考え

ら れる。

＜デジタ ル親和度＞

デジタ ル親和度別にみる と 、「 セキュ リ ティ の不安があり 、 デジタ ル化には慎重」 な人に

おいては、 広報紙（ 紙） が強く 支持さ れている 。 一方で、 緊急速報エリ アメ ールのよう に本

当に必要な情報の場合は、 セキュ リ ティ に不安がある人から も 支持さ れている こ と から 、 対

象者にいかに必要な情報だと 理解し ても ら える かが重要と いえる 。
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123 

公式ホーム
ページ

広報紙（電
子版）

市町村から
のメール配
信（メルマガ

含む）

市町村公式
LINE

市町村公式
Facebook

市町村公式
Twitter

市町村公式
Instagram

市町村公式
専用アプリ

動画配信
緊急速報エ
リアメール

その他デジ
タル媒体

広報紙（紙）
通知文（通

知書）
回覧板・チ

ラシ
ケーブルテ

レビ
コミュニティ
FM(ラジオ）

防災無線

直接電話も
しくは役場
に訪問して

問合せ

その他アナ
ログ媒体

男性

女性

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

幼稚園以下の子
ども 50.6 0.7 9.2 5.8 1.9 3.6 -0.3 -1.5 0.2 10.6 0.2 25.0 5.8 -1.6 0.3 0.0 -1.2 1.2 -0.2

小学生・中学生
の子ども 41.9 0.4 17.2 2.4 2.4 3.8 -0.2 0.0 0.7 12.2 0.0 25.6 5.2 -3.4 -1.2 -0.7 -0.2 1.9 0.0

70歳以上の高齢
者 40.4 0.2 7.8 1.7 1.5 2.9 0.7 -0.2 -0.2 11.6 0.2 38.1 5.7 -2.4 -0.9 -0.4 2.8 0.9 0.0

要支援・要介護
認定者 41.4 2.8 6.7 7.7 5.8 1.9 1.9 1.0 2.9 14.5 1.0 25.0 7.7 -2.9 -1.0 0.0 2.9 0.0 0.0

障害者手帳をお
持ちの方 45.9 2.3 9.3 1.2 -2.4 0.6 0.0 -0.5 0.6 9.3 0.0 33.1 3.5 -5.2 -0.5 1.2 2.3 0.5 0.0

外国人 57.2 -7.2 0.0 0.0 3.5 0.0 -3.6 7.1 0.0 7.1 0.0 25.0 3.5 -3.6 -3.6 3.6 0.0 7.2 0.0

いずれも該当し
ない 37.0 1.5 6.5 1.3 0.4 2.3 0.1 0.5 0.3 10.5 0.1 31.2 4.9 -1.1 -0.4 0.0 3.0 0.3 0.0

セキュリティの不安
はなく、デジタル化を
推進

49.3 0.8 7.8 1.9 0.6 4.3 0.0 0.2 0.3 6.2 0.0 22.5 5.6 -1.3 -1.1 0.2 5.9 0.5 0.0

セキュリティに不安
があるが、デジタル
化を推進

40.3 1.2 7.2 1.8 0.8 2.4 0.0 0.4 0.2 11.7 0.2 29.4 4.8 -1.6 -0.3 0.0 1.6 1.1 0.0

セキュリティの不安
はないが、デジタル
化には慎重

44.2 0.9 9.0 5.4 1.8 1.8 -0.9 -1.8 0.0 2.7 0.0 27.9 0.0 0.0 -0.9 -1.8 0.0 0.0 0.0

セキュリティの不安
があり、デジタル化
には慎重

29.5 2.1 9.2 1.7 1.2 1.3 0.8 0.3 0.6 11.9 0.0 43.9 6.3 -2.2 -1.0 -0.2 1.8 -0.5 0.0

凡例： 40ポイント以上 30ポイント以上 20ポイント以上 10ポイント以上

男
女

デ
ジ
タ
ル
親
和
度

同
居
者

　　　　　　　　　媒　体

　対象者像

年
齢
層

図表 属性別情報発信媒体の評価（', ）

出典：住民アンケート本調査（最も満足している媒体・最も不満な媒体）の属性別クロス集計を加工。 
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（ ３ ） 情報の種類に適し た媒体を選択　 ～情報カ テゴリ ー別まと め～

情報の種類によ っ ても 、 受け取り やすい媒体の傾向がみら れる 。

＜行政一般情報＞

行政一般情報はモバイ ル機器から 閲覧でき たり 、 検索ができ たり する など、 デジタ ルであ

れば実現可能な機能に期待が高い。 媒体は公式ホームページ、 広報紙（ 紙） の評価が特に高

い一方、 SN Sはほと んど支持さ れていない。

＜参加呼びかけ・ 募集に関する情報＞

参加呼びかけ・ 募集に関する情報は、 行政一般情報と 同様にモバイ ル機器から 閲覧でき る

こ と や検索ができ る こ と に加えて、 紙で受け取れる こ と 等が期待さ れている。 支持さ れてい

る 媒体は広報紙（ 紙） が特に高いのは、 紙で見たいと いう ニーズの表れと いえる 。 また特徴

と し て、 個々の評価は高く ないも のの、 多様な媒体が挙げら れている。 こ れは住民と の接点

を 作る目的で、 各種媒体の活用が期待さ れている も のと 考えら れる 。

＜手続き ・ 申請に関する 情報＞

手続き ・ 申請に関する 情報は、 そのまま申込・ 手続き ができ る こ と や、 モバイ ル機器から

閲覧可能なこ と 、 検索ができ るこ と などが望まれている こ と から 、 媒体も 公式ホームページ

の評価が高い。 行政一般情報と 傾向が似ている が、 広報紙（ 紙） を 支持する意見は行政一般

情報に比べると 低い。 こ れは、 情報把握後に直接手続き の流れが用意さ れているかどう かが、

評価の分かれ目と 考えら れる 。 現状ではSN Sの多く が一方通行の情報発信が中心だが、 申請・

手続き も 可能になっ てく る と 、 住民から の支持も 増える と 思われる 。

＜いざと いう と き に備える 情報＞

いざと いう と き に備える ための情報は、 モバイ ル機器から 閲覧でき る こ と や、 リ アルタ イ

ムで最新情報が分かるこ と 、 検索でき る こ と などが望まれている 。 し たがっ て、 公式ホーム

ページが高く なっ ている点は理にかなっ ているも のの、 突出し て支持さ れている媒体はない。

＜緊急時にリ アルタ イ ムで配信さ れる情報＞

緊急時にリ アルタ イ ムで配信さ れる情報は、 即時性がよ り 重視さ れる 。 また、 媒体選択の

傾向は、 いざと いう と き に備える ための情報以上に特定の媒体に偏っ ておら ず、 あら ゆる 機

会を 通じ て情報入手でき る こ と が支持さ れている。 自治体の SN Sは投稿を 頑張っ ても フ ォ

ロワーが増えないと いっ た意見も 聞かれるが、 緊急時の情報発信媒体と し ては必要性がある。

仮にフ ォ ロ ワーが少なかっ たと し ても 、 いざと いう 時に見ても ら えれば良いため、 災害時に

はどのアカ ウント を 見ればよ いか明確にし 、 日頃から 広報紙など他の媒体も 使っ て住民に伝

えておく こ と が重要である 。
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125 

　　　　　　　　　媒　体

　情報カテゴリー

公式ホー
ムページ

広報紙
（電子版）

市町村か
らのメー

ル配信（メ
ルマガ含

む）

市町村公
式LINE（ラ

イン）

市町村公
式

Facebook
（フェイス
ブック）

市町村公
式Twitter
（ツイッ
ター）

市町村公
式

Instagram
（インスタ
グラム）

市町村公
式専用ア

プリ
動画配信

緊急速報
エリアメー

ル

その他デ
ジタル媒

体

広報紙
（紙）

通知文
（通知書）

回覧板・
チラシ

ケーブル
テレビ

コミュニ
ティFM(ラ

ジオ）
防災無線

直接電話
もしくは役
場に訪問
して問合

せ

その他ア
ナログ媒

体

行政一般情報 33.0 0.3 2.1 0.4 -0.1 -0.4 -0.1 -0.2 0.1 0.3 0.0 27.1 0.3 -2.0 -0.1 0.1 -2.9 0.0 0.0

参加呼びかけ・募集に
関する情報

16.1 1.6 3.9 0.8 0.6 1.0 0.1 0.2 0.0 1.0 0.0 35.4 1.1 -0.1 -0.2 -0.2 -0.3 0.2 -0.1

手続き・申請に関する情
報

36.2 -0.1 1.4 0.4 0.5 0.3 0.1 0.1 0.2 0.0 0.0 17.9 6.9 -0.6 0.0 0.0 -0.6 1.4 0.0

いざというときに備える
ための情報

27.6 -0.4 4.6 1.1 0.4 1.5 0.0 0.4 0.0 4.8 0.0 18.9 -0.3 -0.4 -0.4 -0.3 1.3 0.2 0.0

緊急時にリアルタイムで
配信される情報

18.8 0.1 9.3 1.7 0.6 3.3 -0.2 0.8 0.1 16.3 0.2 2.1 0.1 -0.2 -0.3 0.1 6.1 0.0 0.0

凡例： 30ポイント以上 20ポイント以上 10ポイント以上 0ポイント以上

（％） （％） （％）

行政一般情報 35.4 34.2 29.4

参加呼びかけ・募集に
関する情報 27.0 24.4 22.7

手続き・申請に関する情
報 33.1 31.9 31.0

いざというときに備える
ための情報 35.3 29.1 25.6

緊急時にリアルタイムで
配信される情報 40.4 37.6 21.9

知りたい情報をモバイル機器か
ら見られる

リアルタイムで最新情報を知らせ
てくれる

知りたい情報をモバイル機器か
ら見られる

知りたい情報の検索ができる

１位 ２位 ３位

知りたい情報を紙で受け取れる 知りたい情報の検索ができる

お知らせ情報からそのまま申込・
手続きができる

知りたい情報をモバイル機器か
ら見られる

知りたい情報の検索ができる

知りたい情報をモバイル機器か
ら見られる

リアルタイムで最新情報を知らせ
てくれる

知りたい情報の検索ができる

知りたい情報をモバイル機器か
ら見られる

知りたい情報の検索ができる 知りたい情報を紙で受け取れる

図表 情報カテゴリー別あると便利な機能（上位３位）

出典：住民アンケート本調査（情報に対する今後の要望）より各カテゴリーの上位３位までを抜粋。 

 

図表 情報カテゴリー別情報発信媒体の評価（ ）

出典：住民アンケート本調査（最も満足している媒体・最も不満な媒体）の情報カテゴリー別集計を加工。
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（ ４ ） 特性を 理解し た媒体選択　 ～情報発信手法別まと め～

媒体にはそれぞれ強みと 弱みがあり 、 特性を 理解し た活用方法が望まれる。

＜広報紙＞

広報紙は冊子で定期的に届けら れるため、 特に保管性の面で優れている 。 後から 読み返し

たり 、 中長期間保管し たり する必要のある情報は広報紙で伝達するこ と が適し ている。 一方、

コ スト 面や保守性、 即時性の面では自由が効き にく いと いう 短所があるため、 公式ホームペー

ジや各種SN Sと の連携が有効と いえる。
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　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

広報紙 -56.4 -74.4 33.3 74.3 -61.5 -53.8 -23.0 5.1 94.9 64.1 -76.9 77.0 12.9

公式ホームページ -30.8 -43.5 -15.4 51.3 92.3 92.3 94.9 82.1 -30.7 -2.6 94.9 25.6 35.9

Twitter 35.9 76.9 -33.3 -23.1 97.4 35.9 -35.9 76.9 -17.9 -5.1 23.0 -35.9 87.1

Facebook 20.5 66.7 -33.3 -15.3 76.9 25.6 10.2 64.1 -12.8 0.0 51.3 -28.3 58.9

LINE 12.8 46.2 -25.6 -15.3 69.2 12.8 -5.2 51.3 -2.5 0.0 30.8 -20.6 43.6

Instagram 12.8 53.8 -28.2 -10.3 66.7 20.5 -10.2 53.8 -7.7 7.6 35.9 -23.1 48.7

公式専用アプリ -23.1 -35.9 -5.1 12.8 46.2 25.6 30.7 33.3 2.6 5.1 28.2 -20.5 12.8

メール配信 20.5 -12.8 7.7 -15.4 76.9 -15.4 -7.7 53.8 28.2 -7.7 -17.9 -18.0 15.3

緊急速報エリアメール 5.1 12.8 20.5 -15.3 79.5 -17.9 -15.3 12.8 10.3 38.4 -25.6 28.2 17.9

防災無線 0.0 -18.0 38.5 -33.3 82.1 -41.0 -46.2 -43.6 -59.0 38.4 -35.9 53.8 23.0

回覧板・チラシ 23.1 5.1 25.6 -7.7 -23.0 -46.2 -33.3 -2.6 25.6 23.1 -53.8 28.2 -15.4

通知文（通知書） 20.5 -5.1 25.6 -20.5 -23.1 -41.0 -23.0 -7.7 53.8 18.0 -41.0 0.0 -23.0

ケーブルTV -15.3 -30.8 18.0 -20.5 5.1 -28.2 -5.1 -12.8 -25.6 28.2 -17.9 -10.3 12.8

コミュニティFM(ラジオ) -15.3 -15.4 23.1 -28.2 25.7 -30.8 -10.3 -35.9 -38.5 12.8 -20.5 12.8 10.2

動画配信 -30.7 2.6 -15.3 -20.5 2.6 5.1 5.1 25.6 -10.2 46.2 -17.9 15.4 25.6

凡例： 80ポイント以上 60ポイント以上 40ポイント以上 20ポイント以上 以下同じ。

　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

広報紙 -56.4 -74.4 33.3 74.3 -61.5 -53.8 -23.0 5.1 94.9 64.1 -76.9 77.0 12.9

凡例： 80ポイント以上 60ポイント以上 40ポイント以上 20ポイント以上 以下同じ。

（４）特性を理解した媒体選択 ～情報発信手法別まとめ～

媒体にはそれぞれ強みと弱みがあり、特性を理解した活用方法が望まれる。

図表 特性評価のまとめ（', ）

出典：自治体アンケート（活用媒体の良い点・活用媒体の課題に思う点）の対応する選択肢から計算。（以下同

じ。） 

＜広報紙＞

広報紙は冊子で定期的に届けられるため、特に保管性の面で優れている。後から読み返

したり、中長期間保管したりする必要のある情報は広報紙で伝達することが適している。

一方、コスト面や保守性、即時性の面では自由が効きにくいという短所があるため、公式

ホームページや各種 616 との連携が有効といえる。

図表 広報紙の特性評価（', ）
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＜公式ホームページ＞

公式ホームページは詳細性、 保守性、 即時性、 検索性の点で大変優れており 、 一覧性にお

いても 広報紙に次ぐ 評価と なっ ている。 一方で、 維持管理等のコ スト 面や作業性・ 保管性の

点で課題がある。 保管性については紙媒体が優れている こ と から 、 手元に残し ておいても ら

いたい情報は、 広報紙や回覧板・ チラ シ、 通知文（ 通知書） と 併用する 必要がある 。

 

＜ Faceb o o k ＞

Faceb ook は即時性やリ ンク 性に優れる も のの、 と も に公式ホームページほど評価は高く

ない。 し かし 、 コ スト 面や作業性、 拡散性の点では公式ホームページを 上回る 高い評価を 得

ているこ と から 、 公式ホームページの短所を 補完する役割が期待さ れる 。

先進事例調査で取り 上げた渋谷区では区報「 し ぶや区ニュ ース」 の予告などに Faceb ook

が用いら れ、 広報紙の閲読率向上に貢献し ている。 フ ォ ロ ワー数は 1 万人にのぼり 、 23 区

内で１ 位である 。 また、 奈良県生駒市は、 シティ プロ モーショ ン を 目的と し て 2015 年度よ

り Facebook を 市民参加型で運用し 、 市への愛着や住民自治に対する 参画意欲の醸成のツ ー

ルと なっ ている。

 

＜ Tw itte r ＞

T w itter は即時性・ 拡散性で最も 高い評価を 得ている。 またリ ン ク 性やコ スト 面でも 評価

が高い。 一方で安全性が低いのは、 他の SN Sにも 共通し た課題であり 、 運用上のリ スク 不

安を 反映し たも のと いえる 。 またアク セス性の評価も 低いが、 こ れはT w itter の利用者にし

か配信でき ないこ と に由来し た評価と 考えら れる 。

し たがっ て、 登録者の拡大を 図る 一方で、 当面は他の SN S同様に、 補完媒体と いう 位置

付けになる と 思われる。 一例と し て杉並区では、 催事への参加者募集に際し て、 チラ シ配布

に加えて締切り １ 週間前に T w itter によ る 案内を 発信する こ と で催促を 図っ ていた。 また、

防災無線を 放送する 際に、 聞き 取り にく いと いう 問題に対応する ため、 T w itter で文字情報

を 同時に発信し ている自治体も ある 。 こ のよう に情報の拡散性も 期待でき るこ と から 、 タ イ

ミ ン グを と ら えて発信でき る 手軽さ を 生かし た活用が考えら れる 。
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　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

Facebook 20.5 66.7 -33.3 -15.3 76.9 25.6 10.2 64.1 -12.8 0.0 51.3 -28.3 58.9

　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

公式ホームページ -30.8 -43.5 -15.4 51.3 92.3 92.3 94.9 82.1 -30.7 -2.6 94.9 25.6 35.9

＜公式ホームページ＞

公式ホームページは詳細性、保守性、即時性、検索性の点で大変優れており、一覧性に

おいても広報紙に次ぐ評価となっている。一方で、維持管理等のコスト面や作業性・保管

性の点で課題がある。保管性については紙媒体が優れていることから、手元に残しておい

てもらいたい情報は、広報紙や回覧板・チラシ、通知文（通知書）と併用する必要があ

る。

図表 公式ホームページの特性評価（', ）

＜)DFHERRN＞

)DFHERRN は即時性やリンク性に優れるものの、ともに公式ホームページほど評価は高

くない。しかし、コスト面や作業性、拡散性の点では公式ホームページを上回る高い評価

を得ていることから、公式ホームページの短所を補完する役割が期待される。

先進事例調査で取り上げた渋谷区では区報「しぶや区ニュース」の予告などに

)DFHERRN が用いられ、広報紙の閲読率向上に貢献している。フォロワー数は 万人にの

ぼり、 区内で１位である。また、奈良県生駒市は、シティプロモーションを目的とし

て 年度より )DFHERRN を市民参加型で運用し、市への愛着や住民自治に対する参画意

欲の醸成のツールとなっている。

図表 )DFHERRN の特性評価（', ）

＜7ZLWWHU＞

7ZLWWHU は即時性・拡散性で最も高い評価を得ている。またリンク性やコスト面でも評

価が高い。一方で安全性が低いのは、他の 616 にも共通した課題であり、運用上のリスク

不安を反映したものといえる。またアクセス性の評価も低いが、これは 7ZLWWHU の利用者

にしか配信できないことに由来した評価と考えられる。

したがって、登録者の拡大を図る一方で、当面は他の 616 同様に、補完媒体という位置

付けになると思われる。一例として杉並区では、催事への参加者募集に際して、チラシ配

布に加えて締切り１週間前に 7ZLWWHU による案内を発信することで催促を図っていた。ま

た、防災無線を放送する際に、聞き取りにくいという問題に対応するため、7ZLWWHU で文

字情報を同時に発信している自治体もある。このように情報の拡散性も期待できることか

ら、タイミングをとらえて発信できる手軽さを生かした活用が考えられる。

127 

　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

Facebook 20.5 66.7 -33.3 -15.3 76.9 25.6 10.2 64.1 -12.8 0.0 51.3 -28.3 58.9

　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

公式ホームページ -30.8 -43.5 -15.4 51.3 92.3 92.3 94.9 82.1 -30.7 -2.6 94.9 25.6 35.9

＜公式ホームページ＞

公式ホームページは詳細性、保守性、即時性、検索性の点で大変優れており、一覧性に

おいても広報紙に次ぐ評価となっている。一方で、維持管理等のコスト面や作業性・保管

性の点で課題がある。保管性については紙媒体が優れていることから、手元に残しておい

てもらいたい情報は、広報紙や回覧板・チラシ、通知文（通知書）と併用する必要があ

る。

図表 公式ホームページの特性評価（', ）

＜)DFHERRN＞

)DFHERRN は即時性やリンク性に優れるものの、ともに公式ホームページほど評価は高

くない。しかし、コスト面や作業性、拡散性の点では公式ホームページを上回る高い評価

を得ていることから、公式ホームページの短所を補完する役割が期待される。

先進事例調査で取り上げた渋谷区では区報「しぶや区ニュース」の予告などに

)DFHERRN が用いられ、広報紙の閲読率向上に貢献している。フォロワー数は 万人にの

ぼり、 区内で１位である。また、奈良県生駒市は、シティプロモーションを目的とし

て 年度より )DFHERRN を市民参加型で運用し、市への愛着や住民自治に対する参画意

欲の醸成のツールとなっている。

図表 )DFHERRN の特性評価（', ）

＜7ZLWWHU＞

7ZLWWHU は即時性・拡散性で最も高い評価を得ている。またリンク性やコスト面でも評

価が高い。一方で安全性が低いのは、他の 616 にも共通した課題であり、運用上のリスク

不安を反映したものといえる。またアクセス性の評価も低いが、これは 7ZLWWHU の利用者

にしか配信できないことに由来した評価と考えられる。

したがって、登録者の拡大を図る一方で、当面は他の 616 同様に、補完媒体という位置

付けになると思われる。一例として杉並区では、催事への参加者募集に際して、チラシ配

布に加えて締切り１週間前に 7ZLWWHU による案内を発信することで催促を図っていた。ま

た、防災無線を放送する際に、聞き取りにくいという問題に対応するため、7ZLWWHU で文

字情報を同時に発信している自治体もある。このように情報の拡散性も期待できることか

ら、タイミングをとらえて発信できる手軽さを生かした活用が考えられる。
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なお、 運用自治体の割合が高い一方で 、 住民による 公式 T w itter の利用率が低い問題を 解

消する ため、 広報紙や公式ホームページで T w itter のフ ォ ロ ーの仕方を イ ラ スト 等を 交えて

わかり やすく 解説し たり 、 T w itter を 通じ て災害時の情報がいち 早く 得ら れる こ と を 知ら せ

る こ と が有効と 考えら れる 。

 

＜ LIN E ＞

LIN E は即時性のほか、 コ スト 面、 リ ン ク 性、 拡散性などに優れる も のの、 Faceb ook や

T w itter に比べる と 評価は高く ない。 し かし ながら 、 国内利用者数では他の SN Sを 上回り

国民の半数以上を 抱える サービスであり 、 住民アン ケート においても 高い利用率と なっ てい

る こ と が明ら かになっ た。

し たがっ て、 今後行政情報サービ スの分野でも 伸長し てく る こ と が予想さ れる 。 中でも セ

グメ ント 配信と 呼ぶ、 本人が自ら 欲し い情報を 登録する 仕組みを 利用すれば、 関心を も っ て

情報を 受け取っ ても ら える ため、 よ り 効果的な発信が期待でき る 。 また LIN E Pay と の連携

によ るキャ ッ シュ レ ス決済も 可能と なる ため、 一連の手続き を 効率的に行う こ と ができ る 。

 

＜ Insta g ram ＞

Instag ram は写真を 中心と し たコ ミ ュ ニケーショ ン で、 特に若い女性の間で人気がある

SN Sである。 即時性、 コ スト 面、 リ ンク 性、 拡散性等に優れ、 LIN E と よく 似た評価である。

アク セス性に弱点がある と いう 評価は、 利用者が限定的なこ と に起因する も のと 考えら れる

こ と から 、 若い女性を タ ーゲッ ト と し た情報発信であれば、 有効に機能すると 思われる 。
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　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

Twitter 35.9 76.9 -33.3 -23.1 97.4 35.9 -35.9 76.9 -17.9 -5.1 23.0 -35.9 87.1

　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

LINE 12.8 46.2 -25.6 -15.3 69.2 12.8 -5.2 51.3 -2.5 0.0 30.8 -20.6 43.6

　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

Instagram 12.8 53.8 -28.2 -10.3 66.7 20.5 -10.2 53.8 -7.7 7.6 35.9 -23.1 48.7

なお、運用自治体の割合が高い一方で、住民による公式 7ZLWWHU の利用率が低い問題を

解消するため、広報紙や公式ホームページで 7ZLWWHU のフォローの仕方をイラスト等を交

えてわかりやすく解説したり、7ZLWWHU を通じて災害時の情報がいち早く得られることを

知らせることが有効と考えられる。

図表 7ZLWWHU の特性評価（', ）

＜/,1(＞

/,1( は即時性のほか、コスト面、リンク性、拡散性などに優れるものの、)DFHERRN や

7ZLWWHU に比べると評価は高くない。しかしながら、国内利用者数では他の 616 を上回り

国民の半数以上を抱えるサービスであり、住民アンケートにおいても高い利用率となって

いることが明らかになった。

したがって、今後行政情報サービスの分野でも伸長してくることが予想される。中でも

セグメント配信と呼ぶ、本人が自ら欲しい情報を登録する仕組みを利用すれば、関心を

もって情報を受け取ってもらえるため、より効果的な発信が期待できる。また /,1( 3D\

との連携によるキャッシュレス決済も可能となるため、一連の手続きを効率的に行うこと

ができる。

図表 /,1( の特性評価（' , ）

＜,QVWDJUDP＞

,QVWDJUDP は図表 でみたように、国内利用率は /,1(、<RX7XEH に次ぐ高さである。

写真を中心としたコミュニケーションで、特に若い女性の間で人気がある 616 である。即

時性、コスト面、リンク性、拡散性等に優れ、/,1( とよく似た評価である。アクセス性

に弱点があるという評価は、利用者が限定的なことに起因するものと考えられることか

ら、若い女性をターゲットとした情報発信であれば、有効に機能すると思われる。

図表 ,QVWDJUDP の特性評価（', ）
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媒体
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アクセス

性
拡散性
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第７ 章　 自治体情報発信手法の提言

＜公式専用アプリ ＞

公式専用アプリ は地域のニーズに合わせて設計するこ と ができ る 良さ がある 。 即時性に優

れる プッ シュ 型の情報発信機能や欲し い情報を 登録でき る セグメ ン ト 配信機能が想定さ れ、

公式ホームページの入り 口と し ても 期待でき る 。 一方コ スト 面やアク セス性に課題がある と

さ れ、 制作費や維持管理費負担、 またアプリ を 各自のデバイ スにイ ンスト ールさ せる部分は

障壁と 考えら れる 。 こ のため既存アプリ にはない、 地域ニーズにマッ チし た機能が普及のカ

ギと なる 。

 

＜メ ール配信＞

メ ール配信は即時性に優れる ほか、 リ ン ク 性の点でも 評価さ れている。 拡散性の点では

SN Sに及ばないも のの、 保管性の点で優位である 。 自治体から の直接的な情報提供のも つ

信頼感を 活かし 、 SN Sの利用に抵抗感がある 住民など への伝達手段と し て活用する こ と が

考えら れる 。

 

＜緊急速報エリ アメ ール＞

緊急速報エリ アメ ールは即時性に優れ、 また記憶性やアク セス性、 安全性の点でも 一定の

評価を 得ている。 緊急速報エリ アメ ール自体の使用場面が限ら れる が、 情報カ テゴリ ー別の

まと めでも 触れたよ う に、 緊急時はあら ゆる手段で住民の生命を 守るための情報発信を 必要

と する こ と から 、 公式ホームページを はじ め各種 SN Sと と も に情報発信の手段と し て期待

さ れる。
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　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

公式専用アプリ -23.1 -35.9 -5.1 12.8 46.2 25.6 30.7 33.3 2.6 5.1 28.2 -20.5 12.8

　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

メール配信 20.5 -12.8 7.7 -15.4 76.9 -15.4 -7.7 53.8 28.2 -7.7 -17.9 -18.0 15.3

　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

緊急速報エリアメール 5.1 12.8 20.5 -15.3 79.5 -17.9 -15.3 12.8 10.3 38.4 -25.6 28.2 17.9

＜公式アプリ＞

公式専用アプリは地域のニーズに合わせて設計することができる良さがある。即時性に

優れるプッシュ型の情報発信機能や欲しい情報を登録できるセグメント配信機能が想定さ

れ、公式ホームページの入り口としても期待できる。一方コスト面やアクセス性に課題が

あるとされ、制作費や維持管理費負担、またアプリを各自のデバイスにインストールさせ

る部分は障壁と考えられる。このため既存アプリにはない、地域ニーズにマッチした機能

が普及のカギとなる。

図表 公式専用アプリの特性評価（ ）

＜メール配信＞

メール配信は即時性に優れるほか、リンク性の点でも評価されている。拡散性の点では

に及ばないものの、保管性の点で優位である。自治体からの直接的な情報提供のもつ

信頼感を活かし、 の利用に抵抗感がある住民などへの伝達手段として活用することが

考えられる。

図表 メール配信の特性評価（ ）

＜緊急エリアメール＞

緊急速報エリアメールは即時性に優れ、また記憶性やアクセス性、安全性の点でも一定

の評価を得ている。緊急速報エリアメール自体の使用場面が限られるが、情報カテゴリー

別のまとめでも触れたように、緊急時はあらゆる手段で住民の生命を守るための情報発信

を必要とすることから、公式ホームページをはじめ各種 とともに情報発信の手段とし

て期待される。

図表 緊急速報エリアメールの特性評価（ ）
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第７ 章　 自治体情報発信手法の提言

＜防災無線＞

防災無線も 即時性に優れるほか、 アク セス性や安全性、 拡散性の点で、 緊急速報エリ アメ ー

ルを 上回る 評価を 得ている 。 一方で、 音声情報は聞き 取り にく い場合があるほか、 保管性や

詳細性、 検索性などで共通課題がある。 こ う し た課題に対し ては既述のと おり 防災無線と 同

時に SN S等を 活用する 対策も 有効である 。

 

＜回覧板・ チラ シ＞

回覧板・ チラ シは突出し た強みはないも のの、 アク セス性や安全性、 また広報紙と 同様に

保管性の面で強みがあり 、 また広報紙に比べる と コ スト 面や作業性の点で優れる 。 し たがっ

て、 催事のお知ら せのよ う なシン プルな情報提供において有効と 考えら れる。 検索性や詳細

性などの短所も あるため、 公式ホームページや各種SN Sと 併用すると 、 さ ら に有効と いえる。

 

＜通知文＞

通知文（ 通知書） は保管性や安全性等に優れる 一方、 情報の修正と いっ た保守性や検索性

に短所がある 。 通知文（ 通知書） は特定さ れた者への情報発信であるため、 公式ホームペー

ジも SN Sも 補完する には十分と はいえない。 なお、 自治体側が対象者を 特定し てデジタ ル

媒体によ り 情報発信する セグメ ン ト 配信が可能になれば、 相互補完が可能と なり 、 より 有効

な媒体と なり 得る が、 千葉市の事例で言及さ れているよ う に、 当事者の同意に基づき 個人情

報を 利用でき るよ う にする 必要があり 、 現時点ではハード ルがある 。
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　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

防災無線 0.0 -18.0 38.5 -33.3 82.1 -41.0 -46.2 -43.6 -59.0 38.4 -35.9 53.8 23.0

　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

回覧板・チラシ 23.1 5.1 25.6 -7.7 -23.0 -46.2 -33.3 -2.6 25.6 23.1 -53.8 28.2 -15.4

　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

通知文（通知書） 20.5 -5.1 25.6 -20.5 -23.1 -41.0 -23.0 -7.7 53.8 18.0 -41.0 0.0 -23.0

＜防災無線＞

防災無線も即時性に優れるほか、アクセス性や安全性、拡散性の点で、緊急速報エリア

メールを上回る評価を得ている。一方で、音声情報は聞き取りにくい場合があるほか、保

管性や詳細性、検索性などで共通課題がある。こうした課題に対しては既述のとおり防災

無線と同時に 616 等を活用する対策も有効である。

図表 防災無線の特性評価（', ）

＜回覧板・チラシ＞

回覧板・チラシは突出した強みはないものの、アクセス性や安全性、また広報紙と同様

に保管性の面で強みがあり、また広報紙に比べるとコスト面や作業性の点で優れる。した

がって、催事のお知らせのようなシンプルな情報提供において有効と考えられる。検索性

や詳細性などの短所もあるため、公式ホームページや各種 616 と併用すると、さらに有効

といえる。

図表 回覧板・チラシの特性評価（', ）

＜通知文＞

通知文（通知書）は保管性や安全性等に優れる一方、情報の修正といった保守性や検索

性に短所がある。通知文（通知書）は特定された者への情報発信であるため、公式ホーム

ページも 616 も補完するには十分とはいえない。なお、自治体側が対象者を特定してデジ

タル媒体により情報発信するセグメント配信が可能になれば、相互補完が可能となり、よ

り有効な媒体となり得るが、千葉市の事例で言及されているように、当事者の同意に基づ

き個人情報を利用できるようにする必要があり、現時点ではハードルがある。

図表 通知文（通知書）の特性評価（', ）
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第７ 章　 自治体情報発信手法の提言

＜ケーブルテレ ビ ＞

ケーブルテレ ビ は記憶性において評価さ れている 。 導入さ れている地域や利用者が限定さ

れ、 基本的には賞味期限が短い情報が届けら れる と いう 点で SN Sに近い媒体と いえる 。 し

かし 利用者層は在宅での生活時間が長い高齢者などが想定さ れ、 SN Sの利用者層と は異な

ると 考えら れるこ と から 、 自治体SN Sが届かない層への伝達媒体と し ての利用が考えら れる 。

また、 動画と いう 点で、 写真やテキスト 情報では表現でき ない強みがある ほか、 拡散性の点

でも 一定の強みがあるこ と から 、 繰り 返し 放送し 認知度を 高める キャ ン ペーン のよ う な用途

にも 適し ていると 考えら れる 。

 

＜コ ミ ュ ニティ FM （ ラ ジオ） ＞

コ ミ ュ ニティ FM （ ラ ジオ） は、 自治体が番組を 持っ ている ケースが多い。 ケーブルテレ

ビ と 同様に賞味期限の短い情報がアーカ イ ブ化さ れるこ と なく 情報発信さ れる ため、 保管性

の評価は低いも のの、 即時性や安全性はケーブルテレ ビ の評価を 上回る 。 広報紙や回覧板・

チラ シ、 通知文（ 通知書） と いっ た紙媒体は即時性が弱いこ と から 、 災害時など即時性を 必

要と する 場面で、 こ れら の情報発信を 補完する よ う な活用が想定さ れる 。 また、 渋谷区の事

例で触れら れている よう に、 新型コ ロナウイ ルス感染症対策の影響で外出し にく い状況が続

いている こ と から 、 在宅の高齢者などに向けた活用も 考えら れる 。

 

＜動画配信＞

動画配信は記憶性に優れ、 リ ン ク 性や拡散性においても 強みを も っ ている。 ケーブルテレ

ビ 同様、 動画は画像や文字だけの情報よ り も 多く の情報を 含み、 文字での説明よ り も 詳細に

情報を 伝達でき る 。 近年、 動画の制作編集も 容易になっ ている こ と から 、 ク オリ ティ を 重視

し ない分野であれば、 今後行政情報のさ まざまな場面で活用が広がる可能性が高い。
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　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

コミュニティFM(ラジオ) -15.3 -15.4 23.1 -28.2 25.7 -30.8 -10.3 -35.9 -38.5 12.8 -20.5 12.8 10.2

　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

動画配信 -30.7 2.6 -15.3 -20.5 2.6 5.1 5.1 25.6 -10.2 46.2 -17.9 15.4 25.6

　　　　　　　　　　　　特性
媒体

作業性 コスト面 安全性 一覧性 即時性 検索性 詳細性 リンク性 保管性 記憶性 保守性
アクセス

性
拡散性

ケーブルTV -15.3 -30.8 18.0 -20.5 5.1 -28.2 -5.1 -12.8 -25.6 28.2 -17.9 -10.3 12.8

＜ケーブルテレビ＞

ケーブルテレビは記憶性において評価されている。導入されている地域や利用者が限定

され、基本的には賞味期限が短い情報が届けられるという点で 616 に近い媒体といえる。

しかし利用者層は在宅での生活時間が長い高齢者などが想定され、616 の利用者層とは異

なると考えられることから、自治体 616 が届かいない層への伝達媒体としての利用が考え

られる。また、動画という点で、写真やテキスト情報では表現できない強みがあるほか、

拡散性の点でも一定の強みがあることから、繰り返し放送し認知度を高めるキャンペーン

のような用途にも適していると考えられる。

図表 ケーブルテレビの特性評価（', ）

＜コミュニティ)0 ラジオ ＞

コミュニティ )0（ラジオ）は、自治体が番組を持っているケースが多い。ケーブルテ

レビと同様に賞味期限の短い情報がアーカイブ化されることなく情報発信されるため、保

管性の評価は低いものの、即時性や安全性はケーブルテレビの評価を上回る。広報紙や回

覧板・チラシ、通知文（通知書）といった紙媒体は即時性が弱いことから、災害時など即

時性を必要とする場面で、これらの情報発信を補完するような活用が想定される。また、

渋谷区の事例で触れられているように、新型コロナウイルス感染症対策の影響で外出しに

くい状況が続いていることから、在宅の高齢者などに向けた活用も考えられる。

図表 コミュニティ )0 の特性評価（', ）

＜動画配信＞

動画配信は記憶性に優れ、リンク性や拡散性においても強みをもっている。ケーブルテ

レビ同様、動画は画像や文字だけの情報よりも多くの情報を含み、文字での説明よりも詳

細に情報を伝達できる。近年、動画の制作編集も容易になっていることから、クオリティ

を重視しない分野であれば、今後行政情報のさまざまな場面で活用が広がる可能性が高

い。

図表 動画配信の特性評価（', ）
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渋谷区の事例で触れられているように、新型コロナウイルス感染症対策の影響で外出しに

くい状況が続いていることから、在宅の高齢者などに向けた活用も考えられる。

図表 コミュニティ )0 の特性評価（', ）

＜動画配信＞

動画配信は記憶性に優れ、リンク性や拡散性においても強みをもっている。ケーブルテ

レビ同様、動画は画像や文字だけの情報よりも多くの情報を含み、文字での説明よりも詳

細に情報を伝達できる。近年、動画の制作編集も容易になっていることから、クオリティ

を重視しない分野であれば、今後行政情報のさまざまな場面で活用が広がる可能性が高

い。

図表 動画配信の特性評価（', ）
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（ ５ ） 外部の媒体やツールの有効活用

情報発信に際し ては、 自治体が自ら 管理し ている 媒体以外についても 、 より 住民に届き や

すいも のであれば、 活用を 視野に入れる 必要がある 。 例えば奈良県生駒市では、 ショ ッ ピ ン

グセンタ ーのデジタ ルサイ ネージや、 地元のフ リ ーペーパーに無料で情報掲載を 行っ ている。

その他、 子育て関連講座のチラ シは百貨店の子育てフ ロ アに、 健康関連のチラ シは病院や薬

局に、 転入促進のチラ シは不動産事業者にそれぞれ配置するなど、 民間事業者と 連携し た情

報発信に積極的に取り 組んでいる 。 チラ シのデザイ ンについては、 それぞれ事業者のイ メ ー

ジを 損なう こ と のないよ う デザイ ン などの配慮は必要だが、 民間の媒体にと っ ても 公的機関

と 連携する こ と によ り 信頼度が高まると いう メ リ ッ ト も 考えら れる こ と から 、 必ずし も 対価

を 要する こ と なく 協力を 得ら れる 可能性がある 。

また外国人への周知に際し ては、 各国のコ ミ ュ ニティ に合わせたエスニッ ク メ ディ アの活

用も 選択肢の一つである 。 国分寺市国際協会では過去に掲載依頼を 行っ ている 。 さ ら に、 自

治体広報紙の掲載サービ ス等、 民間企業の開発によ る新たなサービ スも 次々と 生まれている

こ と から 、 有効活用を 図っ ていく こ と が望まし い。



第
７
章

121

第７ 章　 自治体情報発信手法の提言

（ ６ ） ベスト ミ ッ ク スのイ メ ージ

（ ２ ） から （ ５ ） のそれぞれの視点にも と づく 評価を 踏まえ、 情報発信媒体の望まし い組

合せを まと める。 媒体は、 既述のと おり それぞれ特性があり 、 さ ら に情報を 認識さ せる のみ

なら ず、 詳し く 理解さ せ、 行動さ せる一連の段階の中で、 適切に選択する こ と が望まし い。
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＜行政一般情報＞

行政一般情報は、 原則と し て不特定多数に向けて発信さ れる 性質の情報である 。 住民から

はモバイ ル機器での閲覧や情報検索機能が望まれている 。

はじ めに、「 認識さ せる 段階」 では、 住民から 満足度の高い広報紙（ 紙） に加え、 SN Sや

市町村メ ール配信、 さ ら にケーブルテレ ビ やコ ミ ュ ニティ FM の活用が有効である。 中でも

SN Sや市町村メ ール配信は、 住民から 「 モバイ ル機器への情報提供」 を 望む意見が多いこ

と に応えた選択である。 現状では住民における 評価は高く ないため、 今後の活用が期待さ れ

る 。 なお、 SN SにはT w itter やイ ン スタ グラ ムなど不特定多数のユーザーが閲覧でき る オー

プン 型 SN Sと 、 特定の関係者に向けて発信する ク ロ ーズド 型 SN Sがある 。 不特定多数に向

けた情報発信にはオープン型 SN Sの利用の方がより 望まし い。 一方、 ケーブルテレビやコ ミ ュ

ニティ FM は、 若者中心のSN Sユーザー層と は異なる 年齢層の住民にアプロ ーチし う る 媒体

と 考えら れる 。

次の「 詳し く 理解さ せる 」 段階では、 情報掲載量を 増やすこ と にほと んど制約がない公式

ホームページが中心的役割を 担う こ と と し 、 情報を 探し やすいよ う に整備する 。 ただし 、 公

式ホームページはプル型メ ディ アなので市民に「 認識さ せる」 機能、 すなわち 気づかせる 効

果が強く ない。 こ のため、 広報紙（ 紙） や SN S等から 公式ホームページへの導線を 意識し

た情報発信が必要である 。

最後の「 行動さ せる」 段階では、 お知ら せから 申し 込み・ 手続き までスムーズに進むよ う

な設計が期待さ れている 。 紙の手続き を デジタ ルに置き 換える だけではなく 、 個人情報の取

扱いの法的規制に対する 対応や、 個人認証の方法など、 手続き の再構築も 併せて実施する こ

と で、 幅広い内容において、 広報を 住民の行動につなげる こ と ができ る 。

＜参加呼びかけ・ 募集に関する情報＞

参加呼びかけ・ 募集に関する情報は、 多く の場合は募集条件に適し た特定の対象者が存在

する 。 住民から は行政一般情報と 同様、 モバイ ル機器で閲覧でき る ほか、 紙で受け取る こ と

を 望む声が多い点が特徴である。 し たがっ て、 住民から の満足度は広報紙（ 紙） が高いが、

同様に紙媒体では回覧板・ チラ シを 挙げる こ と ができ る 。

こ れら の媒体は手渡し で情報を 伝達でき るため、 拡散力はデジタ ルに劣るも のの、 保存性

が高く 、 認識さ せる効果は高い。 こ れに対し SN Sや市町村メ ール配信は、 情報拡散力が高く 、

モバイ ル機器での情報提供を 望む住民の期待にも 応える も のである 。 特定の対象者に絞っ て

情報発信する 際は、 本人が希望登録し た情報を プッ シュ 配信する と いう セグメ ン ト 配信がで

き る SN Sの活用も 考えら れる 。 また、 趣味やラ イ フ ステージなど において共通性を も つ対

象住民が集まる場所や施設がある 場合は、 配布先等民間施設も 含めて活用する 。

「 詳し く 理解さ せる 」 場合は、 行政一般情報と 同様に公式ホームページが受け皿と なり 、

申込みま で 一連のス ムーズな 流れを 形成する こ と が望ま し い。 ま た、 SN Sや市町村メ ール

配信の長所である 即時性を 活かし 、 行動さ せる 際の催促に活用する こ と も 有効である。
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＜手続き ・ 申請に関する 情報＞

手続き ・ 申請に関する 情報も 、 特定の対象者が存在する 。 住民から はお知ら せから 申し 込

み・ 手続き まで、 一気通貫で可能と なる こ と が期待さ れている 。

こ のため、「 認識さ せる」 段階では、 広報紙（ 紙） や通知文（ 通知書）、 SN S、 市町村メ ー

ル配信、 ケーブルテレ ビ 、 コ ミ ュ ニティ FM 、 動画配信などの活用が挙げら れる 。

その後の「 詳し く 理解さ せる」 部分と 「 行動（ 手続き ） さ せる 」 部分は、 公式ホームペー

ジを 中心にする 。 ただし 、 一部の SN Sアプ リ では申込みや決済手続き なども 可能なも のも

あり 、 自治体の公式アプリ も 設計次第では可能である。 将来的には公式ホームページ以外か

ら の手続き がさ ら に容易になると 考えら れる。

また、 動画配信は別名リ ッ チコ ン テン ツ と 呼ばれるよ う に、 文字だけの情報や写真だけの

情報に比べ、 豊富な情報量を 内包するこ と ができ る 。 各種手続き の方法を 詳し く 理解し ても

ら う 手段と し て、 今後動画配信によ る情報提供を 増やすこ と も 考えら れる 。

＜いざと いう と き に備える ための情報＞

いざと いう と き に備える ための情報は、 広く 住民全員に必要な情報であるが、 場合によ っ

ては特定地域に向けて発信するよ う な場合も 想定さ れる 。 住民から は、 モバイ ル機器への情

報提供やリ アルタ イ ムの情報提供が望ま し いと 考えている こ と も 勘案する と 、 SN Sや市町

村メ ール配信が該当する 。 また、 非常時に向けた平常時の備えと 考えれば、 落ち 着いた状況

下で読める 広報紙（ 紙） も 対象媒体に挙げら れる 。

住民がいざと いう と き に備える ためにリ アルタ イ ムの情報提供を 望むのは、 差し 迫っ た状

況下でも 安心でき る準備を 想定し た回答と 考えら れる。 そう し た不安の解消のためには、「 認

識さ せる 」 段階から 「 行動さ せる 」 段階まで、 情報を 分散さ せる こ と なく 確実に届ける と い

う 安心感のある 運用が期待さ れる 。 一方で、 詳し い内容については SN Sだけでは情報量に

限り がある ため、 公式ホームページと 連携し た運用が望まし い。

＜緊急時にリ アルタ イ ムで配信する 情報＞

緊急時にリ アルタ イ ムで配信する 情報も 、 対象は不特定の場合と 特定の場合と 、 両方考え

ら れる。「 認識さ せる」 段階では、 防災無線と 緊急速報エリ アメ ールと いう 専用媒体が存在

する 。 こ れに加えて SN Sや市町村メ ール配信も 、 リ アルタ イ ムで情報を 欲する 住民ニーズ

に応えるこ と ができる媒体である 。 また、 高齢者の利用が想定さ れるケーブルテレビやコ ミ ュ

ニティ FM も 候補と なる ため、 事前に準備し ておく こ と が望まし い。

「 詳し く 知ら せる」 段階では、 こ れまでと 同様に公式ホームページを 中心と し つつ、 情報

量では敵わないが迅速な情報更新が可能な緊急速報エリ アメ ールと SN S、 市町村メ ール配

信も 理解を 助ける 。 緊急時の行動を 促進するも のは情報であり 、 よ り 迅速かつ正確な情報が

求めら れる。 し たがっ て「 行動さ せる」 段階においても 同様に公式ホームページ、 SN Sや

市町村メ ール配信が有効である。
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提言２ 　 新たな媒体の特性を活かせる庁内体制づく り

 

（ １ ） デジタ ル媒体に適し た業務フ ロ ーの見直し

紙媒体や公式ホームページが中心の情報発信から SN S等によ る 情報発信が可能になる と

いう 変化の中で、 庁内の確認・ 決裁の流れについても 、 専用に見直し を 図る必要がある と 考

えら れる。 既に取り 組まれている例を挙げれば、 庁内ネッ ト ワーク を活用し 、 電子媒体（ W ord

フ ァ イ ル） の状態で職員が相互に閲覧共有でき る 仕組みと し 、 気づいた点は誰でも 指摘でき

る よ う にし ている 自治体も あっ た。 また、 決裁すべき 情報は予算に関連する情報に絞る こ と

で、 それ以外の情報は機動性よく 発信でき る仕組みにし ている 例も あっ た。 中には広報のう

ち 、 SN Sについては思い切っ て現場に権限移譲し 、 上長の決裁を なく し た自治体も あっ た。

正解はないも のの即時性と いっ たデジタ ル媒体の特性に合わせた運用を 図るこ と で、 媒体の

も つ有効性がより 生かさ れる 。

（ ２ ） 運用リ スク 対策と し てガイ ド ラ イ ン・ マニュ アルの作成

SN Sの運用に際し てガイ ド ラ イ ン ・ マニュ アルを 有し ている 自治体が多摩・ 島し ょ 地域

の８ 割にのぼり 、 そのう ち ３ 分の２ が有用である と 回答し ている 。 名称はガイ ド ラ イ ン ・ マ

ニュ アルのほかに、 運用ポリ シーや運用指針、 運用要領等さ まざまである。 また T w itter・

Facebook と いっ た媒体ごと に定めている 自治体が多い。 特徴的な例と し ては、 単に運用上

の規則や禁止事項を 示すだけでなく 、 閲覧さ れやすい投稿のタ イ ミ ングや文字量など、 好ま

れる SN Sのノ ウハウも ひと つにまと めてガイ ド ラ イ ン を 策定し ている 自治体も みら れ、 情

報発信を 担う 職員のスキルアッ プの観点から も 望まし い取組と 思われる 。

自治体 SN Sの運用は現状では広報担当部署が中心ながら 、 その運用は将来的には広報担

当部署にと どまら ず、 全庁的に広がっ ていく こ と が予想さ れる 。 こ のため、 ガイ ド ラ イ ン 及

びマニュ アル類の重要性は今後一層高まる と 思われる。 未整備の自治体においては早急に整

備すると と も に、 既に運用し ている 自治体においても 定期的に内容を 見直し 職員への浸透を

図る 必要がある。

136 

（１）デジタル媒体に適した業務フローの見直し

【提言２】
新たな媒体の特性を活かせる庁内体制づくり

（３）職員に対する利用可能なメディアの周知浸透

（２）運用リスク対策としてガイドライン・マニュアルの作成

提言２ 新たな媒体の特性を活かせる庁内体制づくり

（１）デジタル媒体に適した業務フローの見直し

紙媒体や公式ホームページが中心の情報発信から 616 等による情報発信が可能になると

いう変化の中で、庁内の確認・決裁の流れについても、専用に見直しを図る必要があると

考えられる。既に取り組まれている例を挙げれば、庁内ネットワークを活用し、電子媒体

（:RUG ファイル）の状態で職員が相互に閲覧共有できる仕組みとし、気づいた点は誰で

も指摘できるようにしている自治体もあった。また、決裁すべき情報は予算に関連する情

報に絞ることで、それ以外の情報は機動性よく発信できる仕組みにしている例もあった。

中には広報のうち、616 については思い切って現場に権限移譲し、上長の決裁をなくした

自治体もあった。正解はないものの即時性といったデジタル媒体の特性に合わせた運用を

図ることで、媒体のもつ有効性がより生かされる。

（２）運用リスク対策としてガイドライン・マニュアルの作成

616 の運用に際してガイドライン・マニュアルを有している自治体が多摩・島しょ地域

の８割にのぼり、そのうち３分の２が有用であると回答している。名称はガイドライン・

マニュアルのほかに、運用ポリシーや運用指針、運用要領等さまざまである。また

7ZLWWHU・)DFHERRN といった媒体ごとに定めている自治体が多い。特徴的な例としては、

単に運用上の規則や禁止事項を示すだけでなく、閲覧されやすい投稿のタイミングや文字

量など、好まれる 616 のノウハウもひとつにまとめてガイドラインを策定している自治体

もみられ、情報発信を担う職員のスキルアップの観点からも望ましい取組と思われる。

自治体 616 の運用は現状では広報担当部署が中心ながら、その運用は将来的には広報担

当部署にとどまらず、全庁的に広がっていくことが予想される。このため、ガイドライン

及びマニュアル類の重要性は今後一層高まると思われる。未整備の自治体においては早急

に整備するとともに、既に運用している自治体においても定期的に内容を見直し職員への

浸透を図る必要がある。
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（ ３ ） 職員に対する利用可能なメ ディ アの周知浸透

自治体が発行する 紙及びデジタ ル媒体について、 職員自身がその特性や活用方法を 十分理

解でき ていない可能性がある 。 ヒ アリ ン グ調査に協力いただいた杉並区では、 毎年職員にア

ンケート をと り ながら 、 区が利用するこ と が可能な SN S媒体の周知に取り 組んでいた。 また、

区の SN S媒体を 「 知っ ている 」 と いう 職員であっ ても 、 中には媒体を 立ち 上げた当時の古

い記憶のままと いう 場合は、 有効性に気づいていないケースも あり う る ため、 フ ォ ロワー数

などの現状を 理解し ても ら う こ と で、 利用する 課が増える 可能性も ある 。
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提言３ 　 情報が伝わり にく い住民へのサポート

  

（ １ ） デジタ ルリ テラ シーが二極化し ている高齢者に向けた教育・ サポート

政府は生産年齢人口の減少に伴う 労働力の共有制約や、 Society5 .0 と 表現さ れる 技術発

展を 背景と し 、 デジタ ル化を 推進する 「 スマート 自治体」 を 目標に掲げている 。 また 2019

年には、「 情報通信技術の活用によ る 行政手続等に係る 関係者の利便性の向上並びに行政運

営の簡素化及び効率化を 図る ための行政手続等における 情報通信の技術の利用に関する 法律

等の一部を 改正する 法律」、 通称デジタ ルフ ァ ースト 法が成立し た 。 こ の法律は行政サービ

スを 紙から デジタ ルに転換するこ と によ り 、 新たな社会基盤を 構築する こ と を 目指すも ので

ある が、 慣れていない人にと っ てはオン ラ イ ン 上の手続き の難易度が高く 、 不便さ が増すこ

と も 予想さ れる。

高齢者の中にはデジタ ルによる 情報取得はし ていないが、 高齢者へのアンケート 結果にも

ある と おり 、 教えても ら えればやり たいと 考える 層が一定割合存在する 。 特に日頃周囲と の

交流が少ない高齢者は SN Sを 利用する 必要性が乏し かっ たり 、 身近に教えてく れる 若い世

代の家族がいなかっ たり する と 、 習得する タ イ ミ ン グを 失する 可能性がある。

希望する 高齢者に対し 、 集まり やすい公民館等を 利用し 、 スマート フ ォ ン、 タ ブレ ッ ト 等

の操作方法と あわせてアプリ ケーショ ンを 教授する。 指導にあたっ ては、 民間事業者に加え、

多摩地域の大学生等の協力を 得る こ と も 考えら れる 。

（ ２ ） 障害者の異なるニーズに応じ たマルチソ ースの確保

障害の部位や程度によ っ てニーズは異なる が、 視覚障害者の場合は、 原則と し て、 点字、

拡大文字、 音声の３ 大文字を 確保でき る と よい。 中途障害者の増加によ り 、 音声利用が増加

し つつある も のの、 点字には音声にない長所があり 、 完全に代替するも のではない。 また場

面によっ てどちら を望むかは、 当事者によっ て異なるため、 当事者の立場に立てばマルチソ ー

スが用意さ れている こ と が望まし い。

また、 自治体アン ケート のう ち 「 情報伝達が難し い住民への対応」 において取組が報告さ

れたよう に、 公式ホームページのユニバーサルデザイ ン 対応も 重要になる 。 総務省では障害
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【提言３】
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提言３ 情報が伝わりにくい住民へのサポート

 

（１）デジタルリテラシーが二極化している高齢者に向けた教育・サポート

政府は生産年齢人口の減少に伴う労働力の共有制約や、6RFLHW\ と表現される技術

発展を背景とし、デジタル化を推進する「スマート自治体」を目標に掲げている。また

年には、「情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並び

に行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に

関する法律等の一部を改正する法律」、通称デジタルファースト法が成立した。この法律

は行政サービスを紙からデジタルに転換することにより、新たな社会基盤を構築すること

を目指すものであるが、慣れていない人にとってはオンライン上の手続きの難易度が高

く、不便さが増すことも予想される。

高齢者の中にはデジタルによる情報取得はしていないが、高齢者へのアンケート結果に

もあるとおり、教えてもらえればやりたいと考える層が一定割合存在する。特に日頃周囲

との交流が少ない高齢者は 616 を利用する必要性が乏しかったり、身近に教えてくれる若

い世代の家族がいなかったりすると、習得するタイミングを失する可能性がある。

希望する高齢者に対し、集まりやすい公民館等を利用し、スマートフォン、タブレット

等の操作方法とあわせてアプリケーションを教授する。指導にあたっては、民間事業者に

加え、多摩地域の大学生等の協力を得ることも考えられる。

（２）障害者の異なるニーズに応じたマルチソースの確保

原則として、点字、拡大文字、音声の３大文字を確保できるとよい。中途障害者の増加

により、音声利用が増加しつつあるものの、点字には音声にない長所があり、完全に代替

するものではない。また場面によってどちらを望むかは、当事者によって異なるため、当

事者の立場に立てばマルチソースが用意されていることが望ましい。

また、自治体アンケートのうち「情報伝達が難しい住民への対応」において取組が報告

されたように、公式ホームページのユニバーサルデザイン対応も重要になる。総務省では

障害者基本法及び障害者差別解消法を根拠として、国及び地方公共団体の公式ホームペー

ジの全ページに対してウェブアクセシビリティ対応を強く求めている。具体的には「みん
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者基本法及び障害者差別解消法を 根拠と し て、 国及び地方公共団体の公式ホームページの全

ページに対し てウェ ブアク セシビ リ ティ 対応を 強く 求めている 。 具体的には「 みんなの公共

サイ ト ガイ ド ラ イ ン」 16 と 呼ぶ手順書を 作成し 普及に努めている ほか、 日本工業規格JIS X  

8341-3 を 通じ て A （ 最低レ ベル） から A A A （ 最高レ ベル） まで３ 段階の適合レ ベル 17 を 定

めている 。 こ う し た規定も 活用する こ と により 、 障害者のみなら ず高齢者や外国人等も 含め

て、 イ ン タ ーネッ ト から 情報を 入手し やすい環境の水準が担保さ れる と 考えら れる。

（ ３ ） 民間団体と 連携し た外国人への情報支援

外国人への対応は、 多言語対応、 やさ し い日本語への翻訳、 自動翻訳等方法はさ まざまだ

が、 コ スト や担い手、 翻訳精度などの点で一長一短がある ため、 現状ではこ れら の組合せに

よ り 運用する のが現実解と 考えら れる。

その際、 重要と 判断さ れた情報は翻訳が必要と なるが、 庁内職員で対応が難し い場合は外

部のボラ ン ティ ア等の協力を 仰ぐ 必要がある。 一方で、 団体へのヒ アリ ン グではボラ ン ティ

アでは持続性が担保でき ないと いう 声も 聞かれたこ と から 、 有償ボラ ン ティ ア化するなど配

慮も 必要である。

（ ４ ） 地域におけるネッ ト ワーク の確保

デジタ ルによる 情報発信は非常に便利な反面、 災害発生時に通信網が被害を 受ける と 、 イ

ン タ ーネッ ト 経由の情報提供が不通になる リ スク がある 。

一方で、 災害時には人づての情報共有や地域内での連携と いっ た、 コ ミ ュ ニティ によ っ て

支えら れる 通信手段も ある 。 有識者ヒ アリ ング調査のう ち 、 公益社団法人日本広報協会藤本

氏の発言にあっ たよ う に、 広報には地域への愛着心を 育む効果も ある。 情報を 取得し にく い

高齢者に情報を 伝達し てく れる よ う 、 周り の人に向けて SN Sで発信し たり 、 日頃から 啓発

し たり する こ と も 考えら れる 。 日々の広報活動を 通じ た地域のセーフ ティ ネッ ト の強化が必

要である 。

16   公的機関がウェ ブアク セシビリ ティ の確保・ 維持・ 向上に取り 組む際の取組の支援を 目的と し て作成さ れた

手順書。 運用ガイ ド ラ イ ン の対象と なる 団体は国及び地方公共団体等の公的機関。 ウェ ブアク セシビ リ ティ

方針を 策定・ 公開し ていない団体は、 速やかにウェ ブ アク セシビ リ ティ 方針を 策定・ 公開する こ と を 求める

と と も に、 提供する ホームページ等について、 JIS X  8341-3 の適合レ ベル A A に準拠（ 試験の実施と 公開）

する こ と を 求めている 。  

17   適合レ ベル A A の項目例： 動画に音声解説を 提供する。 テ キス ト は、 機能やデザイ ン を 損な う こ と な く

200％まで拡大でき る よう にする 。 文字画像ではなく テキスト で情報提供する 　 等。
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提言４ 　 適切な事業評価と 改善のマネジメ ント サイ ク ルによる情報発信の効率化

 

（ １ ） 情報伝達の各段階に着目し た効果測定

東海大学河井教授によ れば、 情報伝達には認知獲得の段階から 行動促進までいく つかの段

階に分解する こ と ができ 、 広報事業の効果測定は単に最終的な結果だけに着目する のではな

く 、 各段階の達成状況をモニタ リ ングするこ と が重要であると 説く 。 考察でも 触れたよう に、

広報事業全体の成果は複雑な要素によっ て得ら れる ため、 成果に至る因果関係を 直接的に説

明するこ と は難し いが、 段階に分解すれば成果に相関する 指標を 抽出でき る可能性がある 。

また、 情報発信すべき 対象は多岐に渡る と と も に、 業務量の増加に伴い、 評価自体の負担

が増す問題が指摘さ れている 。 し かし ながら 、 広報事業に限ら ず、 評価事業が膨大で本来の

事業が停滞するこ と は不適切である 。 こ のため、 あら ゆる 情報発信について等し く 測定作業

に時間を 費やすのではなく 、 例えば自治体の重要政策に直結し た事業を 絞り 、 該当事業につ

いては各段階に分解し て丁寧に効果測定を 行う など、 メ リ ハリ を も たせた評価方法が有効と

思われる 。

（ ２ ） SN S等は容易に取得でき るデータ を活用

成果に相関する 指標の一つと し て 、 SN Sやホームページなどのデジタ ル媒体は閲覧数や

登録者数、 いいねの数などはほと んどタ イ ムラ グなく モニタ リ ン グし やすい仕組みになっ て

いる 。 こ う し たスピ ーディ ーなフ ィ ード バッ ク は従来の行政サービ スでは得ら れなかっ たも

のである 。 こ れら の指標を 使いこ なせる よ う になれば、 例えば集客予測がたてら れたり 、 注

目度によ っ て迅速に次の対策を 講じ たり するこ と が可能になる 。

（ ３ ） 情報発信業務の標準化及び運用スキルの向上

自治体 SN Sの運用の際に生じ る 炎上等のリ スク は、 媒体の利用を 消極的にさ せる 面を 有

し ている 。 こ のためリ スク を 回避する方策と し て運用マニュ アルを 整備し 、 個々の職員の判

断に依存し すぎない仕組みが重要と なる 。 さ ら に、 リ スク 回避にと どまら ず、 よ り 効果的に
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提言４ 適切な事業評価と改善のマネジメントサイクルによる情報発信の効率化

（１）情報伝達の各段階に着目した効果測定

東海大学河井教授によれば、情報伝達には認知獲得の段階から行動促進までいくつかの

段階に分解することができ、広報事業の効果測定は単に最終的な結果だけに着目するので

はなく、各段階の達成状況をモニタリングすることが重要であると説く。考察でも触れた

ように、広報事業全体の成果は複雑な要素によって得られるため、成果に至る因果関係を

直接的に説明することは難しいが、段階に分解すれば成果に相関する指標を抽出できる可

能性がある。

また、情報発信すべき対象は多岐に渡るとともに、業務量の増加に伴い、評価自体の負

担が増す問題が指摘されている。しかしながら、広報事業に限らず、評価事業が膨大で本

来の事業が停滞することは不適切である。このため、あらゆる情報発信について等しく測

定作業に時間を費やすのではなく、例えば自治体の重要政策に直結した事業を絞り、該当

事業については各段階に分解して丁寧に効果測定を行うなど、メリハリをもたせた評価方

法が有効と思われる。

（２）616 等は容易に取得できるデータを活用

成果に相関する指標の一つとして、616 やホームページなどのデジタル媒体は閲覧数や

登録者数、いいねの数などはほとんどタイムラグなくモニタリングしやすい仕組みになっ

ている。こうしたスピーディーなフィードバックは従来の行政サービスでは得られなかっ

たものである。これらの指標を使いこなせるようになれば、例えば集客予測がたてられた

り、注目度によって迅速に次の対策を講じたりすることが可能になる。

（３）情報発信業務の標準化及び運用スキルの向上

自治体 616 の運用の際に生じる炎上等のリスクは、媒体の利用を消極的にさせる面を有

している。このためリスクを回避する方策として運用マニュアルを整備し、個々の職員の

判断に依存しすぎない仕組みが重要となる。さらに、リスク回避にとどまらず、より効果

的に自治体 616 を活用できる指南書として、マニュアルの内容を充実させることも有効と

考えられる。
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自治体 SN Sを 活用でき る 指南書と し て、 マニュ アルの内容を 充実さ せる こ と も 有効と 考え

ら れる。

自治体組織全体のレ ベルアッ プを 図る ため、 渋谷区や杉並区のよ う に外部から 広報の専門

家を 招聘する 方法や、 職員向けにスキルアッ プ教育を 定期的に開催する 方法も ある 。 杉並区

においては、 広報専門監が作成し た専用シート を 用いて、 目的やタ ーゲッ ト 等を 事前に整理

し てから 具体的な手法の検討を 行っ ている 。 こ のよ う に、 組織全体で経験を 積み重ねる こ と

によ り ノ ウハウも 形式知化さ れ、 情報発信が効率化さ れる と 考えら れる 。

（ ４ ） ニーズに即し た情報と わかり やすい情報で問合せの削減と 満足度の向上

こ こ までは情報発信時の効率化に着目し て述べてき たが、 情報発信後の反応次第でも 業務

効率に違いが発生する。

先進事例調査の千葉市は、 住民に適切に情報を 届ける こ と によ っ て、 正し く 伝わっ ていれ

ば本来必要のない住民から の問合せを 削減する こ と を 企図し 、 実証実験に取り 組んでいた。

また、 総務省のウェ ブアク セシビ リ ティ 対応の目的も 、 わかり やすい情報発信を 通じ て利用

者の満足度向上と と も に、 窓口への問合せ減少によ る業務効率化に置かれている 。

こ のよ う に、 庁内における 情報発信の波及効果を 情報発信後の反応まで含めて幅広く 捉え

る 共通認識を 持つこ と によ り 、 情報発信の目標の捉え方を はじ め情報発信に対する 取り 組み

方が変化し 、 より 一層庁内の業務の効率化に寄与するも のと 考えら れる 。
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おわり に

自治体を 取り 巻く 環境が大き く 変化し ている 中、 情報発信のあり 方も 大き く 変化し ていま

す。 多く の住民がスマート フ ォ ン を 持ち 、 そこ から さ まざまな情報を 得る よ う になる など 、

情報の受け取り 方が多様化し ています。

そのよ う な中、 自治体は住民に必要な情報を 伝えなければなり ません。 住民サービ スの受

け方、 生活に必要な手続き の仕方、 地域で行われる イ ベン ト やまち の魅力などの情報から 、

災害時や昨今の新型コ ロ ナウイ ルス感染症関連など生命に関係する 情報まで、 多く の情報を

広報担当部署だけでなく さ まざまな部署から 発信し ています。

そし て、 それはスマート フ ォ ン から だけ情報を 得ている 人にも 、 デジタ ル機器を あまり 使

用し ない人にも 等し く 伝える 必要があり ます。 また、 デジタ ル化し た社会の中では、 デジタ

ル機器を 使わない人だけが取り 残さ れる わけでなく 、 デジタ ル情報だけし か見ないこ と で情

報に出会えないと いう こ と も 考慮する必要があり ます。

こ の調査研究では、 デジタ ル化の影響を 受けている自治体の情報発信において、 特に媒体

自体に焦点を 当て、 どのよ う な媒体を どのよう に使えば住民に伝わるかを 検討し まし た。 第

７ 章では、 媒体のベスト ミ ッ ク スのイ メ ージを 紹介し まし たが、 こ の媒体を 使えば伝わる と

いう 正解は１ つではなく 、 対象者の属性や状況、 目的等を 踏まえ、 媒体の特性を 活かし た多

様な選択や組合せを 考える こ と こ そが重要です。

ヒ アリ ン グ調査に協力いただいた自治体では、 広報紙など住民になじ みがある 媒体と 新し

いデジタ ル媒体を 連携さ せて活用し たり 、 自治体が持つ媒体だけでなく 、 まち にあるいろ い

ろ なも のを 媒体にし たり する など、 取組はさ まざまでし たが、 住民の一人ひと り に情報を 伝

えよ う と 取り 組む考え方は共通し ている と 感じ まし た。

ま た、 SN S等のデジタ ル媒体は今ま ででき な かっ た伝え方がで き る こ と、 ただ取り 入れ

る だけでなく 従来媒体等と 組み合わせる こ と でよ り 効果的な活用ができ る こ と も わかり 、 使

い方次第ではも っ と 広く 住民に情報を 届けるこ と ができ る ツールと なる 可能性があり ます。

アンケート で明ら かになっ た住民のニーズや自治体情報に対する 考え方、 ヒ アリ ン グ調査

等を 基に検討し た多様な媒体を 活用し た取組方法など、 本報告書でと り まと めた内容が各部

署での情報発信方法を 検討する際の参考になり まし たら 、 幸いです。
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